The study guide of the relation between a company and society by 長谷川 直哉
企業と社会の関係性を学ぶために[『新装版 企業社
会のリコンストラクション』谷本寛治著,『知識創
造経営のプリンシパル : 賢慮資本主義の実践』野
中郁次・紺野登著]
著者 長谷川 直哉
出版者 法政大学人間環境学会
雑誌名 人間環境論集
巻 14
号 1
ページ 45-49
発行年 2013-06
URL http://hdl.handle.net/10114/8338
45
企業と社会の関係性を学ぶために
長 谷 川  直 哉
　1990年代以降、環境問題が企業の社会的責任（CSR）における最大の関心
分野となった。きっかけは、1989年アラスカ沖で発生したバルディーズ号に
よる原油流出事故である。この事故を契機に「セリーズ原則」（1992年）が制
定された。同原則では企業の社会的責任、環境マネジメントの実施、環境報告
書による情報開示などが明示され、サステナビリティを志向する企業経営の行
動指針となった。
　同原則制定から20年が経過した現在、サステナブル社会の構築を目指した技
術開発、環境法規制・環境政策の強化、環境意識の高揚などの努力がみられる
にもかかわらず、多くの資源や汚染のフローが、持続可能な限界を既に超えて
しまっているとも言われる。仮に20世紀型資本主義メカニズムの下で技術開発
や法規制の強化だけでは地球環境問題を解決し得ないとするならば、企業と社
会の関係性を根本的に見直す必要があるといえよう。　
　2007年に公表された「IPCC：気候変動に関する政府間パネル」第4次評価
報告書によれば、産業革命後に著しい増加をみせたCO2排出の主因は人間によ
る化石燃料の使用である。
　経済発展という名の下で、CO2増加の中心的役割を担ったのが企業である。
資本主義が生成する過程で、利潤追求を自己目的とした企業システム（株式会
社）が誕生した。株式会社は規模を拡大することによって、より多くの富を追
求した。昨今、多国籍企業がグローバル経済の主役の座を占めているが、こう
した大企業の強大な経済力が、国境を超えて地球環境や人々の生活に多大な影
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響をもたらすことが懸念されている。
　地球温暖化に代表される環境問題の中で、企業とその活動を支える市場経済
システムの影響は極めて大きい。市場原理主義者は、あらゆる問題を市場に委
ねておけば市場が最適解を提示してくれると言う。彼らは人間が環境にどのよ
うな影響を及ぼそうとも、自然は自己修復機能を持っていると主張するのみで
ある。 市場経済に内部化されていない環境問題に対する最適解を市場経済が
導き出してくれるという考えは幻想に過ぎない。
　過度な成長至上主義は本質的に弱肉強食の論理を含んでおり、貧富の拡大な
ど様々な弊害を招いた。サッチャー政権が推進した市場経済政策の弊害が顕在
化したイギリスでは、ブレア元首相の下で企業と社会の関係性を問い直す政策
への転換が試みられた。その内容は、経済効率を優先する価値観からの脱却を
図り、地球環境保全やゆとりと思いやりのある社会作りを優先したものであっ
た。
　EUでは企業に対して成長至上主義を捨て、社会的責任を企業経営の中核に
位置づけることを求める動きがみられる。EUが新しい資本主義モデルを志向
する背景には、価値観の異なる国々が協働して共生社会を築くことが求められ
ているからである。EUはSocial cohesion（社会結合）をdisciplineとして、異
なる経済思想や社会観を統合した資本主義モデルを確立することによって共生
社会の実現を目指している。
　環境保全等に一定の予防的効果を維持していくためには、環境法規制や環境
政策が効果を持つことは言うまでもない。しかしながら法や政策による規制は、
その性質上、ミニマムなベンチマークにとどまる可能性も捨てきれない。
　21世紀の市場経済のあり方を展望するならば、サステナビリティを
disciplineとする企業と社会の新たな関係性を構築することが不可欠であろう。
CSRは資本の論理を制御し、サステナビリティを実現するための手段である。
資本の論理に基づく成長至上主義をCSRによって制御しようというのである。
CSRの本質は、利益の多寡のみを企業価値の尺度とする成長至上主義的な行動
を抑制し、環境や社会との共生と調和を促すことにある。つまり、CSRは企業
行動に影響を与えるサンクション的機能を持つことによって、はじめて本来の
意義が機能する。そのためにはCSRを企業価値の評価基準とすることについ
て、企業と社会の合意が形成されねばならない。
　企業を中心に形成された社会経済システムの全体像を理解するとともに、90
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年代以降に生じた企業社会を巡る多様な変化を踏まえつつ、企業と社会の相互
関係を学ぶうえで最適の書を以下で紹介する。
『新装版 企業社会のリコンストラクション』（谷本寛治著／千倉書房）2008年
　本書は、企業と社会の相互関係から築かれる企業社会システムのプロセスを
解明することを目的とした研究書である。筆者が提示した課題と視角は「ステ
ークホルダー毎にその社会的責任の内容や倫理的課題を列挙し企業の行動規範
を例示していくのではなく、個別の課題の背景にある企業社会システムの構造、
その変化、時代の潮流を理解し、企業と社会の相互の関係性を分析する」とい
うものである。
　具体的な分析の切り口として、企業の社会的責任（CSR）、社会貢献活動、
企業活動の社会的評価、社会的責任投資（SRI）、グリーン・コンシューマリズム、
NPOの多様化、企業とNPOの協働、ソーシャル・ビジネスがキーワードとし
て示されている。
　CSRを巡る議論では、社会からの様々な批判をリスク管理の問題として受け
止め、マネジメントの立場からその責任や企業倫理のあり方を問うというケー
スが多い。本書はCSRに対するこうした姿勢を批判し、企業と社会の関係性を
理解するためには、企業の経済的活動が社会に意図的あるいは非意図的に与え
る影響、それに対し社会の側から企業に働きかける様々な動きとそれに対する
企業の対応など、企業と社会の双方向からその関係性をみていく必要があると
主張する。
　本書は5部15章によって構成される。第1部「企業社会システムをみる眼」で
は、分析手法や理論的なフレームワークが示され、第2部「わが国における企
業社会システムの様相」では、わが国企業社会の構造が解き明かされる。第3
部「企業社会システムのつくりかえ」では、企業中心の社会経済システムのリ
コンストラクション原理が提示され、第4部「わが国における企業社会システ
ムの課題」では、国内でみられる企業社会システム変革の流れを検討する。第
5部「企業社会システムにおける新しい動き」では、アメリカにおける企業と
NPOの協働が紹介される。
　本書はCSRや企業論を学ぶ学生や企業人を読者として想定しており、CSRや
環境経営を巡る社会的潮流や企業と社会の関係性を分析する視点など示唆に富
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む知識を得ることができるであろう。
『知識創造経営のプリンシパル－賢慮資本主義の実践』（野中郁次郎・紺野登著／東洋
経済新報社）2012年
　本書は、1990年代に野中郁次郎が提唱した知識創造理論（knowledge 
creation theory）を21世紀の社会経済の文脈の中で問い直した書である。筆
者は次のように主張する。伝統的な現場密着型の日本的経営、モノづくり経
営、グローバルスタンダード経営は、バブル経済崩壊後の失われた20年とい
う閉塞状況を打開するには至らなかった。競争戦略論や組織戦略論も一企業
の利益の最大化を目的としていたに過ぎない。しかし、日本企業の変革が遅々
として進まない原因は組織や個人の能力が劣っていたからではなく、企業や
個人を取り巻く状況全体が閉塞していることにある。いまや国内外の企業と
のallianceや社会との関係性を抜きに企業経営を語ることは出来ない。つまり、
知識創造経営への転換が日本の企業と社会を再生するキーファクターなので
ある。
　知識創造経営が成立するためには、市場原理主義的な資本主義ではなく、「人
間中心の精神・価値観」に基づいた経営が必要である。筆者はそれを「賢慮
（共通善実践のための智慧）に基づく資本主義：prudence-based capitalism」
と名づける。賢慮資本主義の本質は利潤追求のみを目的とする経営から脱却し、
経営学や経済学だけでは解けない社会的課題を解決することにある。
　本書は3部10章で構成される。第Ⅰ部「知行合一の戦略学」では知識創造経
営の本質、発展メカニズムと戦略形成が論じられる。第Ⅱ部「実践知の組織と
リーダーシップ」ではリーダーに求められる思考、資質（賢慮）、組織のあり
方が扱われる。第Ⅲ部「事業の革新と持続性」では知識創造経営を具現化する
ためのビジネスモデルなどが提示される。
　マイケル・ポーターは2011年に発表した「Creating Shared Value：経済的
価値と社会的価値を同時実現する共通価値の戦略」で、CSV（共通価値創造）
こそが社会目的に従う進化した資本主義の実現に寄与すると主張した。CSV
は社会的ニーズを経営に取り組むことで社会的価値を創造し、その結果として
経済的価値が創造されるというアプローチであり、ビジネスの世界では「CSR
からCSVへ」というコンセプトの転換がなされつつある。本書もこうした世
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界的潮流と軌を一にするものであり、CSRや環境経営を学ぶ者にとって必読の
書となろう。
経営の観点 20世紀末の日本企業経営 今後のグローバルな日本企業経営
基本モデル
グローバルスタンダ ドー経営への傾斜、
「モノづくり」偏重、
効率性追求、管理力
日本の知の独自性を用いたローカルとの
共創的なグローバリゼーション
共通善を志向するイノベーション、政治力
個のモデル 情報処理、組織に従属する個 知識創造、自己成長する個
戦略と組織 戦略と実行は分離（組織は戦略に従う） 戦略と実践は非分離（知行合一）
イノベーション
の性質
技術革新、モノづくり業務革新
ビジネスモデル・イノベーション
コトの中にモノ（の知）を埋め込む
利益の源泉 モノ、 サービス財（ストック） コト、知識のフロー
経営成果の基準 経済的価値（株主利益）、効率性優先 社会的価値、共通善の重視
経営思考　
リーダーシップ
演繹的・論理分析思考、意思決定科学
（客観性）、コンピテンシー
帰納的・直観的・デザイン的思考、　
賢慮の判断力（主観的）、社会的能力
組織支配構造 中央一極集中型ミドル主導組織 自律分散型ミドル主導組織
組織デザイン
階層的組織、官僚制、
機能的・職能的事業部制、
マトリクスあるいは多機能プロジェクト
非官僚制、人間中心マトリクスあるい
は人間中心の自己組織化組織（プラク
ティス組織）
実践の母体 事業部門、現場主義 「場」のネットワーク
経営の基本単位 経済（交換価値） 人間の主体的知（価値創造・発見）
（出所）野中郁次郎・紺野登（2012）『知識創造経営のプリンシパル』東洋経済新報社，ⅷ頁
知識創造経営の基本要素
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